
災害派遣精神医療チーム：ＤＰＡＴ（Disaster Psychiatric Assistance Team）
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大規模災害等の後、被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行う専門的なチーム

出典：DPAT事務局作成資料 １

資料３
災害時心のケア対策について



DPATの構造と役割

先遣隊 班 班班

＜主な機能＞
・本部機能の立ち上げ
・ニーズアセスメント
・急性期の精神科医療ニーズ
への対応

単一医療機関で組織 複数機関の合同組織でも可

＜主な機能＞
・本部機能の継続
・被災地での精神科医療の提供
・精神保健活動への専門的支援
・被災した医療機関への専門的支援
・支援者への専門的支援

精神科医 看護師 業務調整員
を含んだ車での移動を考慮した機動性の確保できる人数で構成

出典：DPAT事務局作成資料

発災後48時間以内に
活動開始

必要に応じて、数週間から数ヶ月活動

２

（後続隊）



DPAT活動実績（令和元年１０月現在）

出典：DPAT事務局作成資料（一部追加） ３

平成26年9月

御嶽山噴火

平成29年７月

九州北部豪雨

平成27年9月

平成27年9月
関東・東北豪雨

平成29年3月

那須雪崩事故

平成30年7月

平成30年7月豪雨

令和元年１０月

台風１９号

平成３０年９月

北海道胆振東部地震

令和元年９月

台風１５号

平成26年8月

平成26年8月豪雨

平成28年4月

平成28年
熊本地震



本県におけるＤＰＡＴの体制整備の経緯等

４

○ 平成２８年 ４月

ＤＰＡＴを熊本県に派遣

・日下部記念病院チーム ・県立北病院チーム ・住吉病院チーム ・県庁チーム

○ 平成２９年１２月

山梨県災害時心のケアマニュアルを策定（平成３１年３月改訂）

○ 平成３０年 ３月

ＤＰＡＴの派遣に関する協定を締結（山梨大学・山梨県精神科病院協会・県立北病院）

○ 平成３０年 ９月

ＤＰＡＴ活動のあり方等について研修（本県主催）を実施 ３７名（８チーム参加）

○ 令和 元年 ７月

ＤＰＡＴ先遣隊研修（国のＤＰＡＴ事務局主催）に参加 県立北病院（４名）

○ 令和 ２年 ２月（予定）

ＤＰＡＴ活動のあり方等について研修（本県主催）を実施

○ 令和 ２年 ３月（予定）

ＤＰＡＴ情報伝達訓練（本県主催：調整本部・活動拠点本部の設置、各精神科病院との連絡調整等）



５

山梨県におけるＤＰＡＴの体制

県立北病院
⑦ 医１・看１・業２
⑧ 医１・看１・業２

山梨大学附属病院
① 医１・看１・業２
② 医１・看２・業１

住吉病院
③ 医１・看１・業３

峡西病院
④ 看１・業２

日下部記念病院
⑤ 医１・看１・業３
⑥ 医１・看１・業２

精神保健福祉センター
⑨ 医１・看１・業２

県障害福祉課
⑩ 業３

県立北病院
（先遣隊）
医１・看２・業１

医：医師 看：看護師・保健師 業：業務調整員（事務職、コメディカルスタッフ）



災害時精神医療に係る訓練（１０／１２中部ブロックＤＭＡＴ実働訓練に併せ実施（台風19号により中止））

６

○ 令和元年１０月１２日（土）

○ 中部ブロック９県（９６チーム）によるＤＭＡＴ合同訓練

※ 合同訓練に併せ、本県のみでＤＰＡＴに係る本部機能、情報伝達訓練を行うこととしていた。 ⇒ 台風１９号により中止

○ 訓練想定、内容

・ 南アルプス市及び富士川町で震度６強、中北地域及び峡南地域で広範に震度６弱を観測

その後、富士山において火山性微動が増加。噴火警報レベル４が発令

・ 中北地域及び峡南地域全体で死者約６０名、傷病者約１，０００名程度

ＤＭＡＴは、県内３か所（県立中央病院、富士川病院、ふじさんホール）に活動拠点本部を

設置し、県内全域で傷病者の搬送訓練を実施

【ＤＰＡＴに係る訓練内容】

・ 県庁に調整本部、県立北病院に活動拠点本部を設置

・ 各精神科病院において、建物の被災、ライフラインの稼働状況等をＥＭＩＳにより報告

・ 峡西病院へのＤＰＡＴ派遣（仮想）、峡西病院から県立北病院への患者搬送（仮想）

調整本部
（県障害福祉課内）

精神科病院
【ＥＭＩＳ入力】

精神科病院
【ＥＭＩＳ入力】

活動拠点本部
（県立北病院内）

峡西病院
【電気設備に不具合発生

⇒ 支援要請】

患者
搬送

ＤＰＡＴ
派遣

連絡
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報告

報告



台風１９号に伴う災害対応

７

○ 令和元年１０月１２日（土）、台風１９号の接近に伴い、県災害対策本部、県保健医療救護

対策本部が設置された。

○ これに伴い、県障害福祉課において情報収集、連絡調整等、災害対応

・ ＥＭＩＳにより報告される各精神科病院の建物等の被災、ライフラインの稼働状況等を

逐次確認し、国（ＤＰＡＴ事務局）へメール、電話にて報告

・ 保健医療救護対策本部において現況を情報共有

・ 協定締結機関（山梨大学・山梨県精神科病院協会・県立北病院）を通じ、逐次現況を情報

提供するとともに、ＤＰＡＴ活動（派遣）に向けた事前準備を依頼

○ 被災状況

・ 県内精神科病院においては、限定的な停電があったものの、大きな被害はなかった。

・ 他県の被災に対し、国（ＤＰＡＴ事務局）から先遣隊等の派遣要請はなかった。

（福島、栃木、埼玉、千葉、長野、静岡においてはＤＰＡＴが活動）

【情報収集等、県障害福祉課における活動記録】 【各精神科病院のＥＭＩＳ報告状況の記録】


